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ȲȰはOめに 
 

研究開発は¬ƯĠ性がȡĬに高く、ęŘする¢�クはĬに存Ċしている。Sのため、企業にとって、イ�

�¨ションをǷこすために限られているǵƌをŪも有効に活用することが極めて重要なǮȦである。企業は

ȋŉとȜ中、¢v£オプション、プロジェクトマ�ジメントなどの�¨£を活用するŃƇ的なvプロ¨�と、

œŕ、Ɯ学ȃŕ、�ラ�¤¨ションなどのŀơ的なvプロ¨�から研究開発を進めてきた。企業のæ力にも

関sらQ企業の研究開発効Ɩは¹áにƁeて¾«しているとされている。企業はĔª高の©部分を研究開発

Ǵ用としてňǵしているが、Ï行研究の多くから、現行技術で成äした既存企業は、ş技術に直Ȣし、Sれ

を±りǸえることができQにęŘしていることを明らかになっている（Foster,1986ȼChristensen,1997ȼ）。

既存企業のęŘはȳWの要ĆによってǷこるとされており、まQ©WƦは S Ĝカ¨�論ƙにǷĆする

（Foster,1986）ことである。企業のǜĀライ���イ£ïb技術ライ��イク£により、S Ĝカ¨�のǃs

りにşたな S Ĝカ¨�に±り換えることが企業としてƄめられるが、企業はÝ期ƀșである S Ĝカ¨�のǪ

Åをǭり、シ�トよりはŖǗ・ŖĄにƈ力するというÞ断をしてしまうことである。ȳWƦは、ȩġやīđ

からのǪÅにǷĆする（Christensen,1997）。既存のȩġのニ¨ズにģĹしたŖǗ・ŖĄにȜ中するため、ş

しいȠ要やīđのǪÅができQ、şたにに参Òするşǖ企業にシェvをĚsれていき、ęŘすることである。

企業としては技術ǻ換をƅめるȚには重大な意ĺƅğがƄめられるとともに、ƷƑş技術にシ�トできるも

のではなく、あるƴįƯğされている技術をŽのメイン�ト¢¨ムの技術としてǧğすることが必要である。	
 

ŪǾは、µŰのƲ動や�ン��¨企業の技術ƹ³力向ª、情報ȂÉ技術の発ȇなどにより、オ¨プン・イ�

�¨ションが活発に行sれている（Ches'ro5+h、2003）。研究開発における技術は、Ũȭƫをúi、ƾëにƲ

ǻできるsけでもなく（情報のƿƩ性）、探索、Ʋǻすることにも��トが発生する（Willia/son�	
 Oliver	
 E�、

1981）と、óけÒれÏの企業の体Ƕによって吸収įöいにȈいが存Ċする（吸収能力、(Cohen	
 and	
 Levinthal、

1990ȼD8er	
 and	
 #i+h	
 1998�	
 �o7er8	
 et	
 al�	
 2002)。また、いWも企業が必要とする技術がŃにÒるとは限ら

ない。Sのために、企業としては、メイン�ト¢¨ムの技術ではない技術においても、研究開発をǈけてい

る。しかし、Ïǿしたように、企業はこれまでの技術からşしい技術にƲ行することは、ȡĬに難しく、大

Ń企業であってもęŘした�¨�がƳではない。 
	
 イ��¨ションは、技術Ǖ体が大きく変化するđöもあれば、既存の技術にşたなvプロ¨�により生O

るđöもある。このような様<なイ��¨ションを分Ųするvプロ¨�として研究開発パ�¨ンを、探索と

活用と分けて考えることができる（March、1991）。Ï行研究では、企業は探索と活用のうち、ęŘするƯ

ƖがƁǼ的に¾く、直ちにàƥにǆbWきťい「活用」活動をÎÏする傾向があることは明らかにされてい

る（Levinthal	
 and	
 /ar(h�1993）。また、企業の研究開発活動は、既存の技術経路に依存する傾向があり（David、

1994Ȼ児玉文雄、1998）、企業がロ�クオンしている技術経路がŪȉなものであればăȦないものの、Ūȉで

ないđöは、ȉÛではない方向でロ�クオンされているので、これをvンロ�クのƓľにさRる必要がある

（児玉文雄、1998）。Sして、企業の技術経路をvンロ�クƓľにさRるための方Ƈとしては、国家イ��

¨ションシ�テム（ŗƻ）がœĂされている（児玉文雄、1994） 
こうしたことから、本研究では、NEDO のマイクロマシン・プロジェクトの´Ã研究により国家イ��¨

ション・シ�テム（¹«、国家プロジェクトとþc）が、企業の研究開発にどのような影響を与えているか

を明らかにする。 
 

ȳȰÏ行研究の¤��¨と本研究の½置Xけ 
 
	
 企業の研究開発のęŘのíĆをĨる既存研究は多くのíĆを明らかにしている。本研究では、Sの中でも、

企業のǾ視ƨ性（March,1991ȼLevinthal and march,1993）、技術経路依存性（David,1994ȼ児玉文雄、1998）、
技術ȋŉのジ¤ンマ（Foster, 1986ȼChristensen,1997）にȜ点をあてる。 

企業のǾ視ƨ性の視点は、企業が行う活動を探索と活用に分け、活用活動を、企業がすでにÈ有している

ǵƌを活用したり、既存の技術やƫ識を活用したりし、Incremental Innovation をȀïする活動とğǏし、

探索的活動は、şしい技術を探索・ƯÈし、şǠīđȤčに進出するイ��¨ション（Radical Innovation）
ŀơとğǏした。企業は探索活動と活用活動において、Ǿ視ƨ的な視点によって、探索的な活動より活用活
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動がÎÏするとされている(Levinthal and march,1993)。 
	
 技術開発ŀơのǻ換は、経路依存性により難しいǮȦとされている。技術開発ŀơを構成しているシ�テ

ムは、社会、ŗƆ、文化、ƚĒなどに複ȝに関sっているため、経路依存性が発生してしまう。経路ǻ換の

ためには技術の多様性（Technological Diversity）と技術�イパ�¢テw（Technological Capability）がƄ

められる（David,1994）。 
	
 技術ȋŉのジ¤ンマの既存研究では、ȋŉのęŘを S Ĝカ¨�ïbȠ要とマ¨��トから要Ćを明らかに

している。企業がşたな S Ĝカ¨�にシ�トするȚに S Ĝカ¨�のÝ期ƀșのǪÅをǭり、シ�ト�イ�ン

~をȁしてしまうこと（Foster,1986）と、Ƞ要とマ¨��トのǪÅをǭり、ģĹできQにęŘする

（Christensen,1997）ことが要Ćとされている。 
	
 企業がŐ用する技術はßの会社ƺですでに成äしている、または成äがÈǩされているなど、成äƯƖが

高くないとȌけようとする傾向があり（Angerman,2005;Ankli,1996;Cyert.R.M、1963ȼMorris W.T,1969;
ƭƞèƪ、2004）、このような現Ɠは企業の研究開発においても÷Oことである。 
	
 既存研究にて明らかになった研究開発のęŘの要ĆをǢƅするためには、Romer のvイ�wv°ĤČ、

Poter のƹ³Î½とƜ業クラ��¨��£、Nelson の国家イ��¨ションシ�テム（NIS）などのvプロ¨

�がōKられている。 
	
 既存研究は、企業がęŘする要Ćを明らかにすることにƐ点をıてていることが多く、Ǣƅƻに関するĠ

ǩ研究においても、企業、Ɯ業ë½での分Ųにžまり、企業を構成しているĎ本ë½となるÊµの研究パ�

¨ンや変化にWいての分Ųまでは行sれていない。しかし、研究開発においてのÞ断や意ĺƅğは、研究者

のÊµの経験・能力に依存されており（ħ«）、研究者Êµの研究パ�¨ンや変化にWいて研究する必要があ

る。本研究のƦ的は、NEDO プロジェクトうち、ȲȺȺȱĮからȳȱȱȱĮまで行sれた、マイクロマシン・

プロジェクトの´Ã研究により、技術開発における多様性に国家プロジェクトがどのような影響を与えるの

かと、Sして国家プロジェクトが企業の技術開発にどのような影響を与えたのかを研究者Êµの研究パ�¨

ンの変化にŏり«Kて明らかにし、Sの·組iのô能性をŵǥすることである。 
	
 経路依存性は、研究開発Ȥčではȥǋにǟられることであり、特ğクラ�の技術ǎにȜ点をıてて、¸の

技術ǎにWいてはなuのƈ意もńsQに技術開発を進めるǆŴ、技術開発がÓ体としてŪȉとはǣえない経

路にロ�クイン（Lock-in）されるô能性があるとされている。また、March の研究でも、企業は探索活動

よりは、深ď活動をÎÏするとされている。このǓŧから、企業の所属している研究者の特許出願傾向も特

ğ分野・特ğクラ�にȜ中していると考えられる。 
本研究における¢�¨�・クz��ョンは¹«のȳWにǧğする。 
RQ1.企業に所属している研究者の特許出願傾向は、特ğ分野・クラ�にȜ中している。 
RQ2.国家プロジェクト研究開発のvンロ�クに有効であり、多様性に効Ŵがある。 
	
 公共ŗƻのǲ論は、研究開発を現Ċの経路からě何にしてvンロ�クさRるのか、ě何にしてô能性のあ

るすeてのǺȆを探すのかであり、Ūȉ性にżける経路からvンロ�クするためには、技術的vプロ¨�に

おける多様性(diversity)が必要とされる。また、¬ƯĠ性のÐŭŃƀとして、何らかのĲで多様性を持ち込む

ことが有効である（児玉文雄、1998）。	
 

	
 

ȴȰ´Ã研究（特許分Ų）	
 

	
 本研究では、日本にて 1991 Įから 2000 Įまで 10 Įȓにかけ、ǁ 177 Í×の²ƽと 2� Ƽ所の研究Ż関が

参加する大Čプロジェクト「マイクロマシン技術開発プロジェクト」（¹« �� ）の成Ŵを特許分Ųと企業d

与えた影響にWいて分Ųする。	
 

	
 NEDO の �� に参加した企業の成Ŵ報üũ中、重要特許¢�トとしてōKられた¢�トにもとXいて、企業

所属の研究者Êµの¢�トを作成し、特許�¨��¨�ŵ索により、時系Ü特許出願ºśと出願分野（� C）

を収Ȝし、特許出願Ȝ点śをƽ出し分Ųを行う。特許出願Ȝ中点śは、īđのȜ中įöをƽ出するȚÂsれ

る ��� ŌśをĹ用し、� C 分Ȩにおけるõクラ�がìめるâöでȜ中įöいをƽ出する。このȜ中įöいが

高いđö、特ğ分野にȜ中していることであり、Ū大ËはȲȱȱȱȱである。Ȝ中įöいが¾く分Śされて

いるđöは、ŪĥËȱに限りなくǾくなり、śËが¾ければ¾いfど分Śしている。"!1、"!2 にģするǆŴ

をƄめるáにÊµの特許出願を、ȲȺȺȱĮ¹á（�� ¹á、¹« $1）、ȲȺȺȲĮからȳȱȱȱĮ（�� 期

ȓ、¹« $2）、ȳȱȱȲĮ¹Ȗ（�� ¹Ȗ、¹« $3）に分けてƁǼする。$1 と $2 のƁǼでは、企業は、探索

活動より活用活動にȜ中する傾向があり、経路依存性により、既存の技術ǺȆにロ�クインされているため、

$1 の特許Ȝ中įöいはƁǼ的に高く、国家プロジェクトに参加して影響をóけたとしたら $2 の特許Ȝ中į

öいはƁǼ的に¾くなると考えられる。また、国家プロジェクトを経験し、会社にŁったȚの変化を分Ųす

るために $2 と $3 のƁǼを行う。$1�$2、$2�$3 のƁǼのため®方特許出願�¨�がķられた研究者のiを分

ŲのģǳとしõƁǼの�ンプ£は、ȴȶ（$1�$2 ƁǼ）、ȸȺ（$2�$3 ƁǼ）、Ó体śȲȲȷである。	
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ȴȰȲ	
 Â用�¨��¨�	
 

	
 本研究にて用いた�¨��¨�は¹«である。	
 

Data'ase	
 期ȓ	
 

日本公開特許	
 (���1)	
 	
 

日本ƣȑ特許	
 (�)	
 

日本公開特許ǘǬŇȑ	
 ( ��)	
 (���1)	
 

1993	
 9	
 2012�04�2��	
 

199�	
 9	
 2012�04�2
�	
 

1980	
 �	
 2010�12�24	
 

	
 

ȴȰȳ	
 ŵ索方Ƈïb収Ȝ期ȓ	
 

	
 本研究では、研究者ÊµにƩƦしているため、発明者に研究者のøáをÒ力すると共に、÷øのµをŎȘ

するため、出願者、źà者に所属している会社の社øをÒ力し、�ND ŵ索を行った。また、本研究では、研

究者の変化にƩƦしているため、特許出願に視点を置き、出願された特許を � C 分Ȩと時系Üで収Ȝした。

ŵ索式ïb�¨�収Ȝと期ȓは¹«である。	
 

	
 

ŵ索式	
 Ȼ	
 発明者	
 �	
 出願者、źà者	
 �ND ŵ索	
 

�¨�収ȜȻĮįß特許出願ºśと出願分野（� C 分Ȩ）�¨�	
 

�¨�収Ȝ期ȓȻ2012 Į 3 ū、4 ū	
 

	
 

	
 

ȴȰȴȰȲ	
 $1 と $2（n�3
）のƁǼ	
 

	
 企業所属の研究者が出願する特許の傾向に国家プロジェクトが影響を与えているかどうかを明らかにする

ため、$1 と $2 の特許出願ºśを � C 分Ȩによりテ¨�をȜめ、特許Ȝ中įöいをƽ出した。既存の研究で

明らかになっているように、企業は特ğ分野にȜ中しやすく、活用をÎÏしているとすれば、プロジェクト

¹áの期ȓには特許のȜ中įöいは、特ğ分野にȜ中しているため高くなる。ðȢ、NEDO プロジェクト期ȓ

には、プロジェクトの影響により、探索ȅƴもúむため、特許の出願傾向は、分Śされて、Ȝ中įöいの点

śは¾くなると考えられる。�¨��¨�から時系ÜにてƁǼできる�¨�がȜめた研究者（ȾȽȴȶ）に

ģして、特許Ȝ中įöいの変化をƁǼした。SのǆŴ、$1 は、特許出願Ȝ中点śがĭċȷȹȱȶȰȷȴで、

特ğ分野にȜ中的に出願することģし、$2 では特許出Ȝ中点śがĭċȴȷȳȷȰȹȱで多分野に分Śされ、

t ËがȷȰȶȷȹで、$1 と $2 のĭċはǇǤ的Î½Ƃƍ«でのĪがあることが明らかになった。	
 

	
 

ȴȰȴȰȳ	
 $2 と $3（n�79）のƁǼ	
 

	
 国家プロジェクトに参加した研究者の特許出願傾向に変化がǟられ、Ĵらが国家プロジェクトをǃえ、Ǖ社

にŁったđöにも、研究者は特ğ分野にȜ中して特許を出願するかを明らかにするために、$2 と $3（ȾȽȸ

Ⱥ）の変化をƁǼした。SのǆŴ、$2 は、特許出願Ȝ中点śĭċȴȷȸȸȰȵȲで、多分野に分Ś的に出願

されていることにƁe、$3 では特許出願Ȝ中点śがĭċȶȹȵȴȰȲȲで、特ğ分野dȜ中され、ȿËがȸȰ

ȷȳȺで、$2 と $3 のĭċはǇǤ的Î½Ƃƍ«でのĪがあることが明らかになった。	
 

	
 

ȴȰȴȰȴ	
 $1�$2�$3 のƁǼ（n�29）	
 

	
 ȲȺȱȱĮ¹áからȳȱȱȱĮ¹ȖまでȲȱĮ¹ªの特許出願傾向の�¨�がķられたȜć（ȾȽȳȺ）に

ģして、時ȓをȴW $1�$2�$3 に分け、特許出願Ȝ中įöいのƁǼを行った（図ȴ）。SのǆŴ、特許出願Ȝ

中įöいの変化は、$1 の時にŪも高く、$2 の時には¾くなり、$3 の時にはØb高くなる傾向であった。	
 

	
 

ȵȰまとめと今後のǤƟ	
 

	
 企業は研究開発に多くのæ力をƈいでいるにも関sらQ、ǵƌをňǵしているにも関sらQ、ęŘしてし

まうđöが多い。ƹ³がƎしくなり、ş技術・şǜĀのƣđはţまる中、ǜĀのライ��イク£がƬǊされ

ているため、企業のàƥƖは¾«していく。SのðȢ、企業の研究開発��トはē加している（図ȵ）。企

業は限られているǵƌを有効にÂうために、ȋŉとȜ中の経ąÞ断にいWもȀsれているが、SのÞ断がſ

しいとは限らQ、企業がどのようにÞ断するかが重要なǮȦである。企業はǾ視ƨ的な活動をÎÏしてしま

う傾向があり（�ar(h�1991）、Ķűの技術から離れることは難しく経路に依存してしまう傾向がある

（David�1994）。ĠȚ本研究でòりŅった NEDO プロジェクトに参加した企業も特許出願からǟると÷O傾向

がǟられ、特ğの分野にȜ中している。このようなȜ中がŪȉ化されているǺȆであればăȦないが、必Q

しもŪȉ化されているとは限らQ、Ūȉ化されてないƓľであるô能性も高い。技術経路依存性をȌけるた
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めに児玉文雄（1998）は、技術の多様性と組織構成における重複が必要であり、ある技術分野に意図的に多

様性を持ち込むことで技術進化を促進することができると示唆している。技術の多様性は、学習能力・吸収

能力にも深い関係があり、Nelson	
 and	
 Winter(1982)と Cohen	
 and	
 Levinthal(1983)は、企業がこれまで技術

開発活動で蓄積した技術は、今後の技術の探索や活用に影響していることを示唆している。技術の多様生は

現行技術の限界を認識することは極めて重要であるが、学習能力や吸収能力に影響される視点から考えると

現行技術の限界を認識することは極めて難しい（児玉文雄、2004）。Christensen（1997）は、内部と離れ独

立性の高い組織を作ることが有効であると示唆している。置き換えると Christensen は、情報の遮断する必

要であることを示唆していると考えられる。しかし、既存の研究の多くは情報共有の重要性を示唆する研究

も多く、どのように情報を共有し、どのように情報を遮断すればよいかが明らかになっていない。	
 

	
 NEDO のプロジェクトに参加した研究者は、プロジェクトの時期と会社に所属していた時期の特許出願傾向

が大きくことなり、国家プロジェクトが変化に直接に影響を与えたと考えられる。今後はこのようなメカニ

ズムを明らかにしていきたい。	
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